
1 
 

教員の資質能力向上に係る先導的取組支援事業 

委託事業成果報告書 
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３．取組の目的 

教員の資質向上がこれまでになく求められている現在、教員養成から始まる教職生活全体を通じた

資質向上策の一体的な改革、そして、高度専門職として学び続ける教員像の確立とその支援の重要性

が指摘されている。一方で理科という教科に着目すると、子どもの理科離れという課題の１つの要因

として義務教育を担当する教員の理科離れが指摘されるようになってきた。その解決のためには、高

度専門職としての高い資質と意識を持った優れた理科の中核教員が、自らの質の高い教育実践に加え、

身近な存在として理科が不得手な教員の相談や学校・地域でのきめ細やかな研修会を開くなどの支援

を行う体制を構築することが有効であると考えられる。そのような活動を行う理科の中核教員が持っ

ているべき能力を検討すると、 

・自己の実践能力 

・校内の理科教育並びに理科環境の改善に関するリーダーシップ 

・外部（地域）との連携および運営に関するコーディネート力 

が挙げられる。それらを構築するためには、理科教育に関する５つの能力のカテゴリーである 

・理科教育基礎能力 

・授業設計・実践的指導力 

・教材選択と開発 

・危機管理能力 

・理科教育環境の整備と運営 

を十分に理解し、身に付けておく必要があると考えている。 

そこで、横浜国立大学と神奈川県と政令市（横浜市、川崎市、相模原市）の教育委員会が連携し、

平成２１年度より科学技術振興機構の支援を受けて、学校・地域の理科教育の中核となる教員（コア・

サイエンス・ティーチャー：ＣＳＴ）の養成と学校内や地域での他の教員の理科教育力の増強に向け

た取り組みの支援を行う「神奈川ＣＳＴプラン」を立ち上げた。このプランでは、大学院生・現職教

員の共学と継続的な学修システムの構築による高度専門職としての中核的理科教員の養成と地域にお

ける活用システムの確立を目指してきた。平成２４年度末の支援期間の終了までに、ＣＳＴの養成プ

ログラムの開発、自己評価基準としての「ＣＳＴスタンダード」の策定、ＣＳＴの養成、ＣＳＴによ

る研修会の実施、ＣＳＴの活用策の検討、ＣＳＴの自己研鑽を目的としたネットワーク（神奈川ＣＳ

Ｔ協会）の構築支援などを達成することができた。しかしながら、現段階においては、養成数（現職・

大学院生あわせて７０名程度）も神奈川県の教員全体から見ればまだ少なく、今後の事業継続と展開

が期待されている。そこで、本事業では、これまでの成果をもとに、理科教育を学校現場でリードで

きるＣＳＴの養成と活動の支援を継続的に行うことを通じて、ＣＳＴの養成と活用のシステムを地域

に定着させることを目指し、 

・理科教育を学校現場でリードできる中核的理科教員（ＣＳＴ）の養成システムの確立と定着 

・大学院生（教員を目指す者の高度教育）と現職教員（職業人の再教育）の共学による専門職養成

教育の構築 

・高度専門職としてのＣＳＴの、大学を核とした地域ネットワークによる自己学習・研鑽システム

の構築 

・養成（大学）─ 活用（教育委員会）─ 自己研鑽（ＣＳＴ協会）の連携による高度専門職として
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のＣＳＴの資質の向上サイクルの提案 

・地域連携により、ＣＳＴの活用を推進 

を目的としている。 

 

４．業務実績 

中核的理科教員（ＣＳＴ）の継続的養成と活動支援を通じて高度専門職としての教員の資質向上を狙う

本事業は、概ね当初計画の通り推進することができ、教員の資質能力向上の新たな取組みとして、大きな

成果をあげていると考えている。各事業項目は、下記の通りの日程で実施した。 

 

 
 

事 業 項 目 
 

実    施    日    程  

 
4月 

 
5月 

 
6月 

 
7月 

 
8月 

 
9月 

 
10月 

 
11月 

 
12月 

 
1月 

 
2月 

 
3月 

①ＣＳＴ養成プログ

ラムの開講 

 

②ＣＳＴ養成プログ

ラム実施委員会の開

催 

 

③大学院生の学校イ

ンターンシップ実施 

 

 

 

④ＣＳＴ活動状況の

調査 

 

⑤ＣＳＴ合宿研修会

の開催 

 

⑥ＣＳＴ認定証授与

式、シンポジウムの開

催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6/20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10/1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11/3

〜4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1/28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3/15 
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① ＣＳＴ養成プログラムの開講 

 大学と教育委員会の連携により、ＣＳＴ養成プログラムの受講料は無償、現職教員の受講者は

公務出張として参加できる体制を整えることができたことから、神奈川県内の現職の小学校・中

学校理科教員２５名が、本年度、新たに受講を希望し、ＣＳＴ養成プログラムに参加した。募集

人数は２０名であったが、参加希望者が多く集まり、教育委員会において受講者の人数調整を行

った上で、当初予定を若干上回る２５名の新規受講生を受け入れた。大学院生の新規受講者（副

専攻プログラムとして）として３名（教育学研究科２名、環境情報学府１名）を受け入れた。 

 後掲のスケジュールの通り、7月下旬からＣＳＴ養成プログラムを開講し、７月〜８月を主に、

1 月半ばまでの間に、およそ２０日、１４０時間にわたるプログラムを下記科目として大学が提

供した。 

・危機管理特別実験演習 

・小学校・中学校理科実験演習I、II 

・理科教材開発実践演習 

・理科授業研究 

・人間社会と科学 

・地域フィールド研究 

これらの講義および実験・演習は、横浜国立大学教育人間科学部を中心に、横浜国立大学大学

院環境情報研究院附属臨海環境センター、川崎市かわさき宙と緑の科学館、横浜地方気象台、城

ケ島、附属学校などで実施した。評価については、各科目の個別課題を提出した上で、最終試験

としてのレポートを作成し、それぞれの評点を元にプログラム修了の可否を審査した。また、プ

ログラム終了時に、受講生及び担当教員の意識調査を実施した。 

 受講生にはＣＳＴスタンダードを事前に配布し、自己評価基準としての活用を促したことから、

養成プログラムの受講とあわせて、理科の中核教員を目指すものとしての自覚が高まっているよ

うに見受けられた。現職教員の資質向上に関して、修了した教員の勤務校の学校長からも高い評

価をうけていることから、同じ学校から毎年受講者（受講には本人の希望に加え、学校長および

教育委員会の推薦が必要）が推薦されることもあり、期待の高さが伺われる。 



6 
 

 



7 
 

② ＣＳＴ養成プログラム実施委員会の開催 

大学、教育委員会によるＣＳＴ養成プログラム実施委員会を４回開催し、事業の進捗状況の確

認や検証、修了判定、次年度計画の確認を行った。また、参加する各機関の意思疎通と連携関係

の維持に必要な情報交換を積極的に行った。 

 
③ 大学院生の学校インターンシップ実施 

 １月より3月にわたり、小中学校におけるインターンシップである理科教員特別実習Iを実施

した。横須賀市および川崎市の小学校・中学校に本年度新たに受講を開始した大学院生３名を派

遣し、インターンシップ活動を行わせた。実施校となる小学校にはＣＳＴが配置されており、指

導にあたった。なお、次年度、４月以降に引き続きインターンシップとして理科教員特別実習II

が、横須賀市・川崎市の小中学校、および、附属横浜小学校で実施される予定である。 

 
④ ＣＳＴ活動状況の調査 

昨年度までにＣＳＴとして認定された教員（７０名ほど）による、理科が苦手な教員等への理

科教育の能力向上のための研修会の実施状況を調査した。教育委員会、校長会、学校、理科研究

会等の主催・支援により実施された研修会は１０１回を数えており、総時間数２６，３６５分（約

４４０時間）参加人数は小学校教員が２，２２２人、中学校教員が２１２人となっている。前年

度までと比較して教材費等の支援が無くなるなど実施に関わる環境の変化が生じていたが、前年

度の開催件数である６４件を大きく上回る活動が行われていることが明らかとなった。 

 

⑤ ＣＳＴ合宿研修会の開催 

 専門職としての教員の自覚、自己研鑽、相互交流を図るために設立した「神奈川ＣＳＴ協会」

は、５０名ほどの会員により活動を開始した。学校教員だけでなく、大学教員も会員となってい

る。また、運営委員会に大学教員が現職教員とともに参加しており、学校教員—大学教員の連携

により、地域の理科教育の改善を目指す新しい形の組織となることも期待している。理科の指導

者も勤めるＣＳＴは、自らが学ぶことへの志向が高く、資質・能力向上につながる専門家などに

よる講演会や研修会への参加やＣＳＴ同士の研究交流会の望む声が高く、協会の主催による合宿

研修会が企画されたことから講師の紹介や指導教員の派遣に加え運営のサポートなど人的な支

援を行った。１１月３〜4日に１泊２日で開催された合宿研修会には３０名ほどの参加者があり、

東京大学大学院理学系研究科の鍵裕之教授による地球深部の科学に関する講演に加え、ＣＳＴに

よる研究発表、各地での活動報告、市域などを越えた研究会の講師の広域交流の実例紹介などが

行われた。鍵教授をはじめとした大学教員とも、理科教育やＣＳＴ活動、科学のトピックスにつ

いて、２日に渡り議論をすることができたことは、参加したＣＳＴ教員の知的好奇心を満足させ

ることができ、更なる学びへの意欲がわいているように見受けられた。こうした取り組みは学び

続ける教員の構築に大きな効果があると考えている。 
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⑥ ＣＳＴ認定証授与式、シンポジウムの開催 

 ＣＳＴプログラム実施委員会における最終審査により、現職教員ＣＳＴ認定者 27 名、大学院

副専攻中核的理科教員養成プログラム修了者5名が確定したことを受け、3月 15日に修了証・認

定証授与式を挙行した。あわせて、同日に本事業の成果を公開するために、神奈川ＣＳＴプラン 

第３回公開シンポジウム 理科教員養成の新展開「ＣＳＴ養成と活動の今」を開催した。本シン

ポジウムは横浜国立大学の主催、神奈川ＣＳＴ協会の共催として、ＣＳＴの積極的な発表と参加

しやすい体制を構築した。また、講評に文部科学省初等中等教育局教職員課長高口努氏を招いた。

シンポジウムには135名の参加があり、大学、教育委員会、神奈川ＣＳＴ協会による本事業の現

状についての発表4件とＣＳＴの活動報告３件が口頭により発表された後、24件に及ぶ県内外か

らのＣＳＴの活動等のポスター発表が行われた。神奈川県内で実施している本事業の成果を公開

する場となるばかりか、日頃、別々の地域で活動しているＣＳＴ活動の実際を互いに知り、情報

交換を行う場となり非常に活発な議論が行われたことで、中核教員としての資質能力に加え、意

識向上に大きく資するものであったと考えている。 

 
５．事業の成果目標と達成度 

  本取組みでは、これまで教員養成と研修を別個に扱ってきた教員の資質能力向上策について、大学

院副専攻を活用した専門性を高める養成プログラムと現職教員の資質能力向上プログラムを融合させ、

年齢や経験の異なる受講生が共に学ぶことで、互いに刺激を与えあい高度専門職としての意識向上を

図っている。また、単に資質向上を目指したプログラムを提供するだけでなく、大学—教育委員会で連

携して実施することにより、養成されたＣＳＴの活動、継続的な学びの支援、学び続け成長し続ける

ための自己評価基準の活用といった俯瞰的な観点から位置付け、教員の資質向上を大きく循環するサ

イクルとして、形づけようとする取組みである。そのため、本事業の推進は、理科をテストケースに

高度専門職の教員の養成システムの構築と展開を提案することにもつながると期待することがきる。

本取組みの本質的な成果は、継続的に理科教育の中核となる教員を養成することで、義務教育、特に

小学校の理科教育の向上に資することで達成されると考えるが、それは長期的な活動が不可欠なもの

である。そこで、本事業期間における成果目標として 

① ＣＳＴ養成プログラムを確実に実施することで、現職教員のＣＳＴを２０名、大学院副専攻

の修了者を２名以上輩出し、学校現場で活躍を開始すること 

② ＣＳＴが実施する研修会を５０件程度開催すること 

③ 学び続ける教員としてのＣＳＴの活動の成果を互いに交換しあう場としての研究集会を年

に１回は開催すること 

を設定した。 

 成果目標に対し、実績は前項の各項目に従い、次の通りとなる。 

① 現職教員のＣＳＴ認定者２７名、大学院副専攻修了者を５名輩出 

② 本年度実施のＣＳＴによる研修会は１０１件開催 

③ ＣＳＴの研究集会（合宿研究会）を開催 

以上から、当初設定した成果目標は十分に達成できたといえる。 
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６．今後の展望 

  本事業の神奈川県内における知名度が徐々に高まってきており、現職教員での本研修プログラムへ

の参加希望者が増加している。自ら学ぼうとする教員にとって、魅力的なものとして映るようになっ

てきたことは、単なる資質向上を目指した教育プログラムにとどまらず、教育の専門家としての教員

の意識向上を誘導し、教育へのモチベーションを高める役割を担うことができるようになってきたと

いえる。ＣＳＴ養成事業を継続することにより、ＣＳＴ養成プログラムへの信頼感、ＣＳＴ活動への

理解が深まり、さらに挑戦しようとする教員が増えることが期待される。 

 本事業は大学が提供する資質向上プログラムで完結せずに、そのプログラムに参加することで教員

の意識向上を図ることに加えて、教員がネットワークを作りながら自己研鑽を行える場を構築したこ

とに大きな特色がある。学び続ける環境整備といった当初期待していた効果に加えて、ＣＳＴ教員同

士の有機的な連携が生まれるようになったことにより、人員が少ないことから教科研究会などの活動

が困難になっている地域において、他の地域との協力体制を自発的に構築することで、地域の研究会

活動の活力を増し、周辺の教員の資質向上に貢献することも期待できる。 

 今年度末までに総計100名ほどのＣＳＴが輩出されたが、今後、継続的に養成がすすめば、人数も

さらに増えることで、自校や近隣の学校を対象とした小規模な研修会を開催しやすくなるだろう。そ

の結果、理科を苦手とする教員に対して、身近な存在としてきめ細かな対応を行うことができるよう

になると考えている。 

 本事業は高度専門職として捉えた教員の養成と活動のあり方を構築しようとするものであり、理科

に限らず将来の教員養成・研修システムのモデルケースとなると期待される。 

 

 


